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50. 「避難計画策定」をはじめ原子力規制委員会の新基準に欠落している問題を見直し、安全確保に責

任をもった審査を行うこと。  

51. 自然災害も含めて、住民との十分な協議のうえに、地域防災計画・避難計画を策定すること。計画

の策定にあたっては、女性の参画を保障すること。 

■日本の農業を守り、自営業の保護・中小企業の振興をすすめ、税改正、地域経済の活性化を求めて 

52. コロナ禍による需要減少で生じた過剰在庫を政府が緊急に買い入れるなど、米価の下落に歯止めを

かけること。さらに政府が買い上げた米は、コロナ禍で生活困窮する世帯や学生などへの食料支援として

活用すること。 

53.種子法復活法案を早期に審議すること。改正種苗法によって種子の高騰など生産者の負担が増

えることがないようにすること。 

義務ではないミニマムアクセス米の輸入を中止すること。 

54.食料自給率向上のためには、生産コストがまかなえる価格保障、所得補償を組み合わせた制度

の確立で安心した農業経営を維持できるようにすること。 

55. 食料自給率の低下を招く、経済連携協定について見直すこと。 

56. 国連「家族農業の 10年」の国内アクションプランを作成し、家族経営農業を支援する政策

で、地域経済・雇用を守ること。 

57.新規就農者対策の拡充、定年帰農への支援、集落営農、生産法人への経営支援対策の充実で地

域を守ること。 

58．遺伝子組み換え食品、ゲノム編集食品の表示を義務化し、消費者への安全で安心できる食品の生産と

流通を行うこと。 

59. 国や自治体の官公需発注は、地元中小企業へ適正単価で行うこと。地域循環型の経済政策をすすめ

ること。公契約法・公契約条例の制定をすすめること。  

60. 大型店の出退店や営業時間を規制し、くらしと営業を守り、住み続けられるまちづくりをすすめる

こと。 

61. 消費税率を引き下げ、税金の集め方・使い方を見直し、消費税に頼らない財政再建を行うこと。法人

税減税をやめ、大企業・大資産家に適正な課税を行うこと。基礎控除などの人的控除を人たるに値する生

活が送れる額まで引き上げること。段階的かつ代替措置のない配偶者控除、第３号被保険者制度の廃止・

縮小はおこなわないことを求めます。 

62.消費税インボイス制度の実施を中止すること。 

■すべての国民が安心して暮らせるための社会保障・社会福祉の拡充を求めて 

63. 国の予算については軍事費を削って、社会保障・教育など国民の暮らしを改善する予算に回すこ

と。 

64. 社会保障費の年3000～5000億円もの削減計画を中止すること。社会保障制度改革推進法、医療介護

総合法を廃止すること。  

65. 生活保護基準や住宅扶助基準、冬季加算の引き下げを撤回し、老齢加算を復活させること。資産調

査拡大など受給抑制策や生活保護制度の改悪をやめ、憲法25条の生存権に基づく拡充を行うこと。  

66.子ども・子育て支援は企業参入によらず国と自治体の責任ですすめ、認可保育所・学童保育所を増

設し、待機児童を解消すること。保育所の施設・人員配置基準は緩和せず拡充し、学童保育所の最低基
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準を引き上げること。放課後児童支援員（学童保育指導員）・保育士の待遇改善を行うこと。保育士の

資格要件の緩和は行わないこと。学童保育指導員の配置基準の参酌化は廃止すること。 

67. 公的・公立病院の統廃合、民間委託をやめ、医師・看護師・介護職員の待遇改善と大幅増員を実現

し、安全・安心の医療・介護・社会保障を実現すること。  

68. 介護保険給付の削減をやめ、介護保険の「要支援」被保険者の給付はずしを元に戻し、利用者負担

割合を1割にただちに戻すこと。介護報酬の国庫負担率を引き上げ、制度拡充を行うこと。  

69. 大幅な病床削減や負担増による患者追い出しをやめること。後期高齢者医療制度をただちに廃止す

ること。70歳から75歳未満の医療費窓口負担増を1割にもどすこと。低所得者への軽減措置を直ちに復

活すること。  

70. 国庫負担を増やして国保料（税）を引き下げること。すべての国保加入者に、無条件で正規の保

険証を交付すること。国保に傷病手当・出産手当を新設し、休業補償を行うこと。  

71. 安心して妊娠･出産できるように、出産一時金を増額すること。国の責任で、妊婦健診14回無料化 

を継続すること。国の制度として所得制限なしに18歳未満の子どもの医療費を無料にすること。不妊治 

療の保険適用を拡大し、不妊治療のための休暇を保障すること。  

72. 国の責任で年金記録問題を解決し、公的年金制度の管理運営を行うこと。分限免職された旧社会保

険庁職員の不当解雇を撤回し、全面解決を図ること。年金機構の有期雇用職員の労働条件を改善し、安

定的な雇用を実現すること。  

73.年金積立金の株式運用をやめること。国は運用損の損失の責任を取ること。年金給付の切り下げ行 

わないこと。年金加入期間（保険料払い込み期間）の延長・年金支給開始年齢の先送りは行わないこ 

と。年金の支給を毎月支給にすること。消費税によらない最低保障年金制度の創設と女性が自立できる 

年金制度を確立すること。当面国庫負担分の年金額をすべての受給年齢高齢者に給付すること。  

74. 児童虐待をなくすために、児童養護施設を増設し、児童相談所の職員を大幅に増員すること。  

■子どもの貧困をなくし、すべての子どもにゆき届いた教育を求めて 

75.「道徳の教科化」、英語教育の早期化・強化などおこなわないこと。国家主義・競争主義教育をす

すめる改訂学習指導要領による教育統制をおこなわず、各学校の自主的な教育課程編成を保障する

こと。 

76.学校制度の複線化をめざす「小中一貫校制度」、教育委員会制度改悪など、改悪教育基本法を具体

化し、国と財界による教育への介入を強化する「教育再生」を行わないこと。 

77. 学長の権限強化などを行わず、大学の自治を守ること。教育予算削減・恣意的配分による大学

への競争の持ちこみや国家統制の強化は行わないこと。大学での軍事研究開発への研究援助などは

行わないこと。人文系学部を縮小しないこと。  

78. 「競争と管理」の教育政策をやめ、全国一斉学力テストを中止すること。日の丸・君が代の押

し付けをやめること。教員免許更新制度はただちに廃止すること。 

79. 教職員定数を抜本的に改善し、国の責任で35人以下学級を小学校で早期に実施するとともに、

中・高等学校でも実現すること。  

80. 「子どもの貧困対策法」をいかし、自治体の責任で貧困家庭の子どもの教育、生活、就職など

について数値目標を立てるなどして実効ある措置を行うこと。 

81. 教育予算を大幅に増やし、公財政教育支出の対GDP比をOECD加盟国の平均並みまで引き上げる 
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こと。所得制限を導入した「高校就学支援金制度」を撤回し、「高校無償化」に戻すこと。国際人 

権Ａ規約13条の批准をいかし、中高等教育の無償化を進めること。給食費・教材費なども含め教育 

の無償化を実現すること。給付奨学金制度の拡充を行うこと。就学援助制度を拡充し、学費負担の 

自治体間格差をなくすこと。  

82. 教科書検定のあり方を抜本的に見直し、教員・保護者の意見が反映する採択制度にすること。

教科書採択への不当な介入をやめること。 

83. 国や地方自治体等が「支援」の名目で家庭教育を監視し介入する仕組みをつくる「家庭教育支

援法案」を国会提出しないこと。 

■民主的な国家行政・地方自治の確立を求めて 

84. 特定の地域や企業を優遇し、便宜を図り行政をゆがめる「国家戦略特区」は廃止すること。 

85. 依存症や多重債務など社会的な問題を引き起こすカジノ実施法は廃止すること。 

86. リニア新幹線などの不要な大型開発を中止すること。 

87．金融･通信のユニバーサルサービスの維持と国民のための郵政事業確立にむけ、三事業一体経営と

すること。  

88. 国家公務員の総定員法を廃止するとともに、「定員合理化計画」を撤回し、国民の安心・安全を確

保できる必要な要員を確保するなど、公務・公共サービスを拡充すること。行政サービスの低下を招く

市場化テスト、指定管理者制度を廃止すること。公共サービスを民間企業の営利追及の手段に変質させ

る公務の民間委託推進を改めること。 

89. 国の役割を外交、防衛、金融などに限定し、地方自治体への移譲や民間に丸投げし、国の責任を放棄

する「道州制」や「地方分権改革」は行わないこと。また国の出先機関の廃止はしないこと。地方自治•

地方財政を拡充し全国のどこに住んでも、健康で文化的な生活をおくれる権利を保障すること。  

90. 時の政権による恣意的な人事配置が可能となる内閣人事局を廃止し、国民のための公正・中立、安定

した行政を担保するための新たな人事行政機関を設置すること。 

91. 国会・地方議会での性差別や女性べっ視発言を一掃するために、議会や自治体など公職者の研修を 

行うこと。出産・育児・介護での休業制度をはじめ、議員活動を続けるための条件整備を行うこと。  

 



 

 



 

 



  

      

            
 

                
                    

                                  
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

  
  

   

 

 

 

 

  

    

 

  

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

   

  

 



  

 
 

 

 
 

 
 

    
    

  

 

 

   
  
     
     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 
 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 



  
 

 
 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 


     
         

  

                                          











  

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

  

 

   

 

   

 

  

  

  

 
 
 

 

 




